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所得格差の世代間連関
―教育の役割

本稿では，所得格差の世代間連関が発生するメカニズムに焦点を当てて，理論・実証の両
面から近年の研究動向を概観する。所得格差の世代間連関を説明する理論モデルとして
は，人的資本理論に基づき，家庭における教育投資の役割を重視する Becker-Tomes-
Solon モデルを取り上げる。このモデルにより，親による教育投資と子の人的資本蓄積，
それによる世代間の所得の連関の発生と世代内の格差の形成という一連のプロセスが統一
的に説明されることを示す。実証面では，親子 2 世代にわたる所得情報を利用可能なデー
タの整備が進んだことにより，所得の世代間弾力性（IGE）を計測する研究が拡大してき
た。本稿では，特に教育を通じた所得の世代間連関の推計という観点から，代表的な実証
研究をいくつか紹介する。また，日本では，データの制約から研究が限定されてきたが，
近年では「日本家計パネル調査」（JHPS）をはじめとして，親子の所得データが整備され
つつある。筆者らによる最近の分析結果も交えながら，我が国におけるこの分野の研究動
向を整理し，今後の研究の方向性について展望する。
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Ⅰ　は じ め に

　経済格差や不平等は，実証的にも規範的にも，
長期にわたり経済学者の主要な研究対象であった
が（Sen 2000；Neal and Rosen 2000），一方，世代
間の社会階層移動は，職業分類により定義され 
た指標を利用した社会学者の研究対象であった

（Blau and Duncan 1967；Goldthorpe 1987）。
　また，経済的不平等を巡る論争においては，し
ばしば，「結果の平等」と「機会の平等」にわけ
た議論が行われてきた。概念上，両者をどう厳密
に定義するかには論争があるが，データ上は，前
者は同じ世代内の経済格差，後者は世代間の社会
的地位や所得の移動の指標を用いて議論されて
きた。
　経済格差の研究と社会階層移動の研究は，1980
年代までそれぞれ固有の発展を遂げてきたが，教
育を通じた富の移転とそれによる世代内の格差の
形成というモデルにより，2 つの研究の流れの両
方にミクロ的基礎付けを与え，統一的枠組みで議
論可能にしたのは，Becker と Tomes の一連の研
究であった（Becker and Tomes 1979, 1986）1）。その
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後，特に経済学において，利用可能なデータの爆
発的増加を背景に，所得の世代間移動度，もしく
は，その逆の概念として「所得の世代間の弾力
性」（Intergenerational Elasticity of Earnings：IGE）
の実証研究は飛躍的に拡大した。しかしながら，
2 世代以上にわたり比較可能な所得情報を必要と
する性格上，データ上の要求は高く，統計技術上
の発展も必要となった。さらに，Becker-Tomes
モデルに欠けていた政府の再分配機能を取り込ん
だ簡素なモデル（Solon 2004）の開発により，各国
間の結果の平等と機会の平等の比較の際に解釈が
行いやすくなった。
　近年も，所得の世代間連関の推計，所得の世代
間連関と世代内分布の理論的関係，国際比較を通
じた両者の関係について，活発に研究がなされて
いる。本稿では，この分野の理論的背景，実証上
の課題，各国の実証研究の総括，そして筆者らに
よる最近の分析結果を紹介し，今後の研究の発展
への展望としたい。

Ⅱ　理論的背景

　Becker-Tomes-Solon モデルは，教育投資が労
働生産性の向上を通じて賃金所得を決定すると考
える人的資本理論を基礎に置いている。ここでは
Solon（2004）に基づき，家庭内の教育投資を通
じて世代間の不平等が伝搬する仕組みをミクロ経
済学モデルで説明する。
　まず，出生率は 1 とし，世代を t＝1,2,…で表
す。以下では t－1 を親世代，t を子世代とする。
世代 t－1 における世帯 i の選好を Ui,t－1＝（1－α）
logCi, t－1＋α log yit と仮定する。ここで，Ci, t－1 は世
代 t－1 の消費，yit を世代 t の将来所得水準であ
り，αは親から子への利他心の強さを表す指標と
解釈できる。また市場において，教育のための借
り入れや貯蓄の市場は存在しないと仮定すると，
親世代 t－1 の予算制約条件は，（1－τ）yi, t－1＝Ci, t－1

＋Ii, t－1 となり，τを所得税率とすると左辺は税引
き後所得，右辺の Ii, t－1 は世代 t－1 から世代 t へ
の私的な教育投資である。
　子の人的資本量は，親からの私的な教育投資，
政府による公的な教育投資，および子自身の人的

資本の初期賦存量（endowment）に依存して決ま
ると仮定し，人的資本生産関数が次のように与え
られる。

　hit＝θ log（Ii, t－1＋Gi, t－1）＋eit� （1）　

ここで，hit は世代 t の人的資本，Gi, t－1 は政府に
よる教育投資，θは教育投資の限界生産性，eit は
世代 t の人的資本初期賦存量である。人的資本の
初期賦存量は，遺伝的資質，生まれてから過ごし
た環境，親から受け継いだ文化や社会的地位など
に強く影響を受けることから，親子間で系列相関
を持つと考えられる。そのため，eit＝δ＋λei, t－1＋νit

という一階のマルコフ過程が仮定される。ここで，
λは人的資本初期賦存量の世代間継承率（degree 
of heritability），νit は時間的相関のないホワイト
ノイズである。そのうえで，世代 t の所得水準
は，その人的資本水準によって決定されるものと
し，この関係が

　log yit＝μ＋phit� （2）　

で与えられるものとする。ここで，p は人的資本
の労働市場におけるリターンである。
　上記の想定のもとで親世代の最適化問題を解く
と，最適教育投資額として以下が導かれる。

　Ii,t－1＝
αθp

1－α（1－θp）（1－τ）yi,t－1

　　　　－ 1－α
1－α（1－θp）Gi,t－1� （3）　

ここで，第 1 項は所得効果が正であること，第 2
項は，政府投資の私的投資へのクラウディングア
ウト効果を示している。また，親の利他心が強
い，あるいは教育のリターンが高いと教育投資額
が増えることも分かる。
　最適教育投資額のもとでの世代 t の所得水準は，

（3）式を（1）式および（2）式に逐次代入するこ
とで求められる。いま，Gi, t－1/（1－τ）yi, t－1 は，親
の税引き後所得に対する公的教育投資の比率であ
り，これが十分小さければ，所得水準は次のよう
に近似できる。
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　logyit≈μ＋θp log αθp
1－α（1－θp）＋θp log yi, t－1

　　　　＋θp
Gi,t－1

（1－τ）yi, t－1
＋peit� （4）　

そのうえで，Solon（2004）では，公的教育投資
比率について，次のような関係を仮定している。

　
Gi,t－1

（1－τ）yi, t－1
＝φ－γ log yi, t－1

ここで，γは公的教育投資比率が親の所得に応じ
て減少する度合い，すなわち政府教育投資の「相
対的累進度の高さ」（relative progressivity in public 
investment）を示している。この想定のもとで，

（4）式は次のように簡略化することができる。

　logyit＝μ*＋（1－γ）θp log yi, t－1＋peit� （5）　

これは，親世代 t－1 と子世代 t の所得の理論的な
関係を示しているが，人的資本の初期賦存量につ
いての系列相関により，世代間の所得水準の単純
な回帰係数は（5）式の（1－γ）θpとは異なる推定
値をもたらす。実際，所得分布が定常状態（logyit

の分散が世代間で一定）にあるという仮定のもと
で，logyit を logyi, t－1 に回帰した場合の係数 βの
推定値は

　β＝（1－γ）θp＋λ
1＋（1－γ）θpλ

となることがわかる。これにより，多くの実証分
析において計測されている IGE の理論的性質が
議論できる。また，同じく所得分布が定常状態に
あるという仮定のもとで，対数所得の分散は

　Var（logyit）

　　＝ ［1＋（1－γ）θpλ］p2 Var（νit）
［1－（1－γ）θpλ］（1－λ2）［1－［（1－γ）θp］2］

となることもわかる。
　上記の結果に基づいて，所得の世代間連関と世
代内格差に関する，以下のような理論的予測が得
られる。

　⃝�人的資本初期賦存量の世代間継承率 λが大き

くなると，IGE と所得の分散はいずれも上昇
する

　⃝�政府による公的教育投資の累進度 γが上がる
と，IGE と所得の分散はいずれも低下する

　⃝�教育投資の限界生産性 θが高まると，IGE と
所得の分散はいずれも上昇する

　⃝�人的資本の労働市場におけるリターン p が高
まると，IGE と所得の分散はいずれも上昇
する

これらの予測は，公的教育投資の累進度の低下や
人的資本のリターンの上昇といった要因の多く
が，所得の世代間格差の固定化と，結果として生
じる世代内での所得格差の拡大の双方をもたらす
ことを示している。
　近年，各国で IGE が計算されるようになり，そ
の相違に関心が集まり，計算方法の比較や，IGE
の国・地域間での差の発生原因となる教育政策等
の影響の検討が行われている（Ermisch, Jäntti and 
Smeeding 2012）。その過程で注目を浴びたのは，
横軸に所得格差の指標である「ジニ係数」を，縦
軸に IGE を，国ごとにプロットした「グレー
ト・ギャツビー・カーブ」（Great Gatsby Curve）
である（Corak 2013）。この図の中では，米国と
英国は所得格差も世代間の格差の固定化も最も著
しいグループに属している。その対極に，デン
マーク，ノルウェーなどの北欧諸国がある。すな
わち，結果の平等を示す世代内所得格差と，機会
の平等を示す世代間格差の固定化は，トレードオ
フの関係にあるというよりも，国別にみると正の
相関関係を持っているように見える。こうした事
実発見は，少なくとも部分的には前述の Becker-
Tomes-Solon モデルの理論的予測によって説明可
能である。

Ⅲ　推定・測定上の課題

　諸外国における IGE の計測は，Solon（1992）
や Zimmerman（1992）を嚆矢として，1990 年代
から多くの先進国で研究が行われてきたが，初期
の実証研究においては，IGE の計測にかかわるさ
まざまな手法面での課題が議論されている。
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　いま，世帯 i における親の所得を y p
i，子の所得

を yc
i で表すことにすれば，最も基本的な IGE の

推定式は以下のようになる。

　log yc
i＝α＋β logy p

i ＋ui� （6）　

前述の通り，（6）式の誤差項 ui は子の人的資本
初期賦存量 eit を含み，かつこれは人的資本初期
賦存の世代間相関を通じて，親の所得 y p

i と相関
する。したがって，前節でみた通り，通常の
OLS などを用いた場合の βの推定値は，教育を
通じた所得の世代間相関に加えて，遺伝的要因に
よる影響などを含む。そのため，（6）式に基づく
IGE の推定結果は，教育投資を通じた世代間所得
の因果的な関係として解釈されるのではなく，通
常，世代間の所得の相関関係を示す指標として解
釈される。
　そのうえで，初期の研究では主に異なる調査対
象，国・地域，時点における推定結果の比較とい
う観点から，IGE の計測上の課題が検討されてき
た。第 1 は，親子の所得の計測方法に関する問題
である。理論的には，y p および yc として生涯にわ
たる所得から恒常所得を計算して利用すべきであ
るが，そのようなデータは事実上存在しない。そ
こで便宜的に一時点の所得データを利用すると，
恒常所得と比較した測定誤差の存在が βの推計値
に下方（減衰）バイアスをもたらす可能性がある。
このような計測上の問題に対しては，複数時点で
の所得の平均を用いたり（Lee and Solon 2009），
IGE の代わりに所得の順位相関（rank correlation）
を 対 象 と し た 分 析 を 行 う（Nybom and Stuhler 
2017）などの方法が採られるが，完全な解決策は
存在しない。また，複数時点での所得の平均を計
算するには，親子のペアについての一時点での所
得情報が必要となるのみならず，その時系列的な
推移についても情報が必要となるため，より膨大
なデータが必要となる。
　第 2 は，所得情報の計測時点にかかわる問題で
ある。一般的に，同一コホート内における所得格
差は年齢とともに拡大していくため，子世代とし
て若年サンプルを用いた場合には IGE が過小に
推定されることになる。これは，IGE の推定にお
けるライフサイクル・バイアスと呼ばれ，親子の

所得の計測時点における年齢を柔軟にコントロー
ルしたり（Haider and Solon 2006），特定の年齢層
に 当 た る 子 世 代 の サ ン プ ル を 用 い た り す る

（Nybom and Stuhler 2017）ことで対処がなされ
る。この場合にも，特に後者の方法では十分なサ
ンプルサイズが必要になるなど，データに対する
要求水準が上がることに注意が必要である 2）。

Ⅳ　既存の実証研究

　前述の通り，親子 2 世代以上にわたる所得情報
を利用可能なデータが充実してきたことで，特に
経済学では所得の世代間弾力性（IGE）を計測す
る実証研究が飛躍的に拡大してきた。IGE の計測
については，すでに複数の包括的なサーベイ論文
が公開されている（Solon 1999, 2002；Black and 
Devereux 2011；Jäntti and Jenkins 2015）ため，既
存の計測結果の詳細は前述のサーベイに譲るが，
Black and Devereux（2011）によれば，世代間の
勤労所得弾力性は，デンマーク，ノルウェー，ス
ウェーデンなどの北欧諸国で低く，男性で 0.1～
0.25，女性で 0.005～0.02 である一方，米国・英
国では高く，男性で 0.3～0.5，女性で 0.3 前後と
なっている。
　そのうえで，本節では教育を通じた所得の世代
間連関という観点から，いくつかの関連する研究
を紹介する。これに加え，次節では日本を対象と
した実証分析については，利用可能なデータの紹
介を含め，既存の研究を取り上げる。

１　教育を通じた所得の世代間連関

　IGE の計測に関する実証研究が拡大していく中
で，これらの計測結果の違いの背後に存在するメ
カニズムに着目した研究も進んできた。
　第 1 は，公的教育投資と IGE の関係を論じた
ものである。一般に，公教育の充実は低所得世帯
の人的資本蓄積を促し，結果として所得の世代間
移動度を高める可能性がある。また，Ⅱで紹介し
た Becker-Tomes-Solon モデルにおいても，公的
教育投資の累進度の上昇は IGE を低下させる予
測が得られている。
　こうした観点から，Mayer and Lopoo（2008）は，
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米国の Panel Study of Income Dynamics（PSID）
と州レベルの政府支出データを組み合わせ，政府
支出が世代間移動性に与える影響を分析してい
る。その結果，政府支出が多い州では所得の世代
間相関が弱く（IGE が小さく），移動性が高いこと
を示している。特に，教育や福祉など低所得層を
対象とした支出は，低所得世帯出身の子どもの将
来所得を高め，経済的な出自による格差を縮小さ
せる効果がある。一方，Grawe（2010）は，米国
の国勢調査データを用いて，州ごとの初等中等教
育の質と世代間所得移動性との関係を分析してい
る。その結果，教師一人当たり生徒数が少ない

（教育の質が高い）州では，むしろ所得の世代間相
関が強く（IGE が大きく）なり，移動性が低下す
ることを示している。これは，教育投資の恩恵を
高所得層の子どもがより多く受ける可能性を示唆
しており，結果として格差が固定化されやすくな
るという含意を持つ。すなわち，教育の質の向上
が常に機会の平等を高めるとは限らず，既存の格
差を再生産する可能性があると指摘している。両
論文を比較すると，公的支出の量の拡大は格差是
正に寄与した可能性がある一方，教育の質の改善
は高所得層に偏った効果をもたらす可能性がある
という，教育政策に対する対照的な示唆が得られ
ている。
　第 2 は，同じく所得の世代間移動における教育
の役割に焦点を当てているものの，その影響をよ
り理論的な側面から検討した一連の研究である。
例 え ば，Restuccia and Urrutia（2004） で は，
Becker-Tomes-Solon モデルのように人的資本蓄
積を通じて親子の所得の連関が生じる理論モデル

（重複世代モデル）を提案し，カリブレーションに
よって世代間の所得相関に影響をおよぼす要因を
検討している。これによれば，世代間の所得相関

（約 0.4）のうち，約半分は教育投資により説明さ
れ，その大部分は早期教育によって生じているこ
とが示される。また，大学教育への公的補助の累
進性を撤廃することで，教育投資へのインセン
ティブが弱まり，所得の世代間移動性が低下する
ことも示される。より最近の研究として，Holter

（2015）では，高等教育への公的支出と累進課税，
借入制約を考慮した理論モデルが提案されてい

る。これによれば，私的な人的資本投資によっ
て，観察される IGE の 73％が説明される。また，
Zheng and Graham（2022）では，親の居住地選
択（neighborhood choice）と教育投資，子どもの
人的資本形成を内生化したライフサイクル動学モ
デルが提案され，公教育の地域間格差が，低所得
層の固定化（貧困の持続性）や上方移動の阻害の
一因となっていることが示される。

２　日本の研究

　日本では，社会学分野において，世代間の職業
移動や階層移動を対象とした豊富な研究の蓄積が
ある。この分野では，1955 年から 10 年おきに実
施されている「社会階層と社会移動全国調査」

（SSM 調査）が殊に有名であり，職業階層の世代
間移動を扱った研究などが知られている。一方
で，多くの社会学研究は職業や社会経済階層に関
心があり，かつ，我が国においては長らく親子双
方の所得を捕捉したデータが不足してきたため，
所得の世代間連関を扱った研究はそれほど多くな
されているわけではない 3）。
　そのため，初期の研究では国際比較を念頭に，
日本における所得の世代間連関の特徴を明らかに
することが目的とされている。Ueda（2009）は，
日本を対象とした初期の重要な研究であり，「消
費生活に関するパネル調査」（家計経済研究所）を
用いた IGE の推定結果を報告している。同調査
では，調査対象者である女性と，有配偶であれば
その夫について，それぞれ自己申告による親の所
得が利用可能である。この情報を利用し，有配偶
女性，無配偶女性，有配偶男性の 3 グループにつ
いて，それぞれ親子ペアの所得情報が得られる。
分析の結果，既婚男性の IGE は 0.41～0.46，既婚
女性の IGE は 0.30～0.38，未婚女性の IGE は 0.2
をやや下回ることが示されており，日本における
IGE の推定値は米英（0.4〜0.6）よりは低く，スカ
ンジナビア諸国などに比べれば高いとされる。
　一方，Lefranc, Ojima and Yoshida（2014）は，
SSM 調査を利用した検討を行ったものである。
分析においては，1965 年，1975 年，1985 年およ
び 2005 年に実施された SSM 調査に回答した 30～
59 歳の男性を「親世代」のサンプルとし，より
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最近の 1985 年，1995 年および 2005 年調査に回
答した 30～50 歳の男女を「子世代」のサンプル
として利用している。SSM 調査には，対象者の
親所得を明示的に尋ねた項目は存在しない一方，
親の教育水準および職業に関する項目が存在す
る。そのため，上記の親世代・子世代のサンプル
を用いて，親の教育水準および職業を共通の変 
数とした Two-Sample Instrumental Variables 法

（TSIV）による IGE の計測を行っている。分析の
結果，男女ともに IGE の推定値は約 0.35 である
とされ，上述した Ueda（2009）と類似の国際比
較結果が得られている。
　これらの初期の研究を踏まえ，より最近の研究
では，日本における所得の世代間連関の特徴に踏
み込んで，その媒介要因が検討されている。例 
えば，Jia（2022, 2023）による一連の研究では，
Lefranc, Ojima and Yoshida（2014）と同様のデー
タ・方法で IGE の推定を行ったうえで，子世代
の就業形態（正規・非正規）や出生順位（第 1 子・
第 2 子以降）といった要因に着目して，所得の世
代間連関の異質性を検討している。Jia（2022）で
は，日本における IGE の推定値は，より最近の
コホートになるほど大きくなることを明らかにし
たうえで，こうした変化を説明する要因として正
規就業の寄与度の増加があったことを示してい
る。また，Jia（2023）では，4 人以上の子を持つ
世帯では，第 1 子の IGE が第 2 子以降と比べて
有意に大きくなることを示している。これらの結
果は，労働市場の変化や家庭内における教育投資
といった要因が，所得の世代間連関を規定する重
要な要因として存在することを示唆する。

Ⅴ�　JHPS 第二世代調査を使った実証 
分析

　前述の通り，我が国における所得の世代間連関
の検証は，主として分析データの不足により十分
な研究蓄積が進んでこなかった。本節では，親世
代と子世代をそれぞれ直接の調査対象とし，両者
を明示的にリンクすることが可能なデータ構造を
持つ「JHPS 第二世代調査」（JHPS-G2）と，これ
を利用したいくつかの研究成果を紹介する。

１　JHPS第二世代調査

　JHPS-G2 は，既存の大規模家計パネル調査で
ある JHPS/KHPS の調査対象者の子どもに対し
て実施された付帯調査である。いま，JHPS/
KHPS の調査対象者を親世代，JHPS-G2 の調査
対象者を子世代とし，両者を世帯 ID でリンクす
ることで，実際の血縁関係にある親子ペアについ
てのデータが構築できる。
　JHPS/KHPS は成人男女を主対象者とする家計
パネル調査であり，慶應義塾大学パネルデータ設
計・解析センター（PDRC）によって実施されてき
た 2 つの独立したパネル調査を統合したものであ
る。第 1 の調査は「慶應義塾家計パネル調査」

（Keio Household Panel Survey, KHPS）であり，2004
年から毎年調査が実施されている。第 2 の調査は

（旧）「日本家計パネル調査」（JHPS）であり，2009
年から毎年調査が実施されている。当初のサンプ
ルサイズは KHPS が 4005 世帯，旧 JHPS が 4022
世帯である 4）。これら 2 つの調査は 2014 年から
調査項目が共通化され，一体の調査として実施さ
れている。こうした経緯から，統合された日本家
計パネル調査の略称は JHPS/KHPS となってい
る。JHPS/KHPS からは，調査対象者および（有
配偶の場合）その配偶者の就業・所得・教育・健
康状態などの多岐にわたる個人属性に加え，世帯
属性としての消費・所得・資産・住居などの調査
情報が利用できる。
　一方，JHPS-G2 は JHPS/KHPS の付帯調査と
して，2017 年と 2019 年にそれぞれ調査が実施さ
れた。2017 年調査の実施主体は慶應義塾大学経
済 研 究 所 こ ど も の 機 会 均 等 研 究 セ ン タ ー

（CREOC）であり，対象は調査時点で 18 歳以上
であるような JHPS/KHPS 対象者の子どもであ
る。JHPS/KHPS 対象者（親）から許諾・提供を
受けた居住先住所に宛てて，JHPS-G2 の対象者
への調査協力依頼を行い，同意が得られたものに
対して調査を実施した。2019 年調査は，CREOC
と PDRC が共同して実施している。結果として，
2017 年調査には 1001 名の対象者が，2019 年調査
には 1072 名の対象者が回答した。このうち 717
名 は 2 回 の 調 査 の い ず れ も 回 答 し て い る。
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JHPS-G2 の調査項目は，原則として JHPS/KHPS
本体の調査項目を踏襲しており，親子それぞれで
回答を比較できるように設計されている。ただ
し，調査項目は JHPS/KHPS に比べて限定され
ており，対象者本人の教育・就業・健康，世帯の
所得・資産・消費・住宅に関わる基本的事項のみ
が調査されている。また，対象者本人が有配偶の
場合，配偶者については年齢・学歴・就業状態な
どのごく基本的な事項のみが調査されている。

２　JHPS-G2 を使った研究

　JHPS-G2 を利用して，IGE の推定を行った研
究 と し て は， 筆 者 ら が 実 施 し た 赤 林・ 直 井

（2021）がある。ここでは，以下のような基本的
な推定モデルに基づいて IGE の推定がなされて
いる。

　logYc＝α＋β logŶp|age＝45＋Xc' γ＋εc� （7）　

ここで，c は JHPS-G2 の対象者（子ども世代），p

は対応する JHPS/KHPS の対象者（親世代）のイ
ンデックスであり，log Yc および logŶp|age＝45 は親
子それぞれの所得の対数値である。ここで，子ど
も世代の所得については JHPS-G2 から得られる
世帯年収を利用している。一方，親世代の所得に
関しては，Ⅳ1で議論した所得の計測上の課題を
踏まえ，45 歳時点での（勤労）世帯所得の予測値
を用いている。具体的には，JHPS/KHPS のパネ
ル調査としての構造を利用し，親世代の世帯所得
の（父親）年齢プロファイルを推定している。そ
のうえで，父親が 45 歳時点での世帯所得の予測
値を計算し，（7）式の推定に用いている。また，
Xc はコントロール変数であり，もっとも基本的
なモデルでは子ども世代の対象者の年齢およびそ
の 2 乗項，性別および配偶関係が含まれる。
　以下では，所得の世代間弾力性（IGE）の推定
値として，（7）式の βに焦点を当てた議論を行
う。表 1 は，もっとも基本的な推定結果をまとめ
たものである。［1］および［2］は利用可能な子
ども世代のすべてのサンプルを用いた推定結果，

［3］，［4］および［5］，［6］は，子どもの性別に
よってサンプルを分けた場合の推定結果である。
また，［1］，［3］，［5］はコントロール変数として

子どもの年齢およびその 2 乗項，性別および配偶
関係のみを用いた推定結果，［2］，［4］，［6］は，
これに最終学歴を追加のコントロール変数として
加えた場合の結果である。
　この結果，全サンプルを用いた場合の世代間弾
力性の推定値は 0.286 となった。既存研究の結果と
比較すると，これは米国・英国などよりはやや小
さく，北欧諸国よりは大きい値になっている。一
方，Ⅳ3でみたとおり，日本を対象とした分析で
ある Ueda（2009）や Lefranc, Ojima and Yoshida

（2014） で は，IGE の 推 定 値 と し て 0.3～0.4 と
いった値が報告されており，これらと比べると本
研究で得られた推定値はやや小さい。これには，
利用したデータや所得の計測方法の違いもある
が，対象とするサンプルの違いも考えられる。前
述の通り，子ども世代のライフサイクルのどの時
点で観察された所得を用いるかによって，世代間
弾力性の推定値は異なる可能性がある。いま，
JHPS-G2 の対象者年齢の平均は約 31 歳であり，
これは例えば Ueda（2009）などと比べるとやや
低い。また，サンプルを子どもの性別で分割した
結果（［3］および［5］）をみると，弾力性の推定
値は男性で 0.308，女性で 0.268 という結果が得
られている。国によって程度の違いはあるが，女
性と比べて男性で世代間弾力性が大きくなるとい
う傾向は，先行研究でも共通して報告されている。
　Ⅱで議論した通り，観察される所得の世代間連
関の背後には，親の所得水準と関連する遺伝的要
因の世代間相関，子の養育環境や教育投資，人的
資本蓄積などが考えられる。こうした要因の中で
も，所得の世代間連関の主要な経路であると考え
られてきた子どもへの教育投資の影響を検討する
ため，表 1 ではさらに，コントロール変数として
子どもの学歴を追加した場合の結果を示してい
る。その結果，全サンプルを対象とした場合に
は，最終学歴を追加的にコントロールすること
で，弾力性の推定値は 0.286 から 0.261 へと若干
低下する（［1］および［2］）。ただし，こうした傾
向には明確な男女差があり，学歴のコントロール
によって男性サンプルの弾力性は 0.308 から
0.212 へと約 30％小さくなる（［3］および［4］）の
に対し，女性サンプルの弾力性にはほとんど変化
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がない（［5］および［6］）。結果として，対象者の
最終学歴をコントロールすると，IGE 推定値の男
女差はほぼなくなるか，逆に女性の方が大きい結
果となった。この結果は，特に男性については，
学歴が所得の世代間連関を媒介する要因として働
いていることを示唆する結果といえる。
　JHPS-G2 を用いたより最近の研究としては，親
子 2 世代の連関を超えて，より長期の世代間連関
に着目した研究がある。このうち，Jia, Ishii and 
Yamamoto （2025）は，JHPS/KHPS および JHPS-G2
を主たる分析データとしながら，追加的に SSM
調査を利用することで，日本における多世代間の
所得連鎖を検証したものである。具体的には，
JHPS/KHPS の対象者を親世代，JHPS-G2 の対象
者を子世代とした親子ペアのデータを構築したう
えで，JHPS からは直接捕捉できない祖父・祖母
世代の所得水準について，前述の Lefranc, Ojima 
and Yoshida（2014）と同様に，SSM 調査を利用
した推計を行うことで，祖父－父親－子という 3
世代の所得連関を検証している。分析の結果，祖
父世代と父親世代間の所得弾力性は 0.35，祖父世
代と孫世代間の所得弾力性は 0.147 であり，所得
の多世代間相関の存在が明らかになった。ただ
し，祖父世代と孫世代の所得連関は，主として父
親世代への影響を介したものであり，二世代モデ
ルの有効性を支持するものとなっている。
　また，JHPS-G2 では所得水準に加えて，教育
水準や資産保有，健康状態などのさまざまなアウ
トカムが利用可能である。こうした情報を活用し
た研究として，例えば直井ほか（2021）では，家
計資産の世代間相関の計測とその規定要因の検討
が行われている。それによれば，（1）子ども世代
の金融資産保有額に対する親世代の資産保有額の

限界効果は約 0.10～0.13 であること，（2）家計の
資産保有額の世代間相関は子ども世代の学歴や所
得を統制することで小さくなるが，その度合いは
米国の先行研究などと比べて小さいこと，（3）親
世代の資産が子世代の住宅所有におよぼす影響
は，過去および将来の直接的な資産移転によって
説明される部分が大きいこと，などが示されて
いる。
　 ま た Takenoshita et al.（forthcoming） で は，
JHPS-G2 を用い，3 世代における教育達成度の連
関，特に，親世代の教育水準を統御した上で，祖
父母世代の教育水準が孫世代に与える直接の影響
を分析した。分析においては，接触ベース（祖父
母と孫の同居）と非接触ベース（祖父母の資産）と
いう 2 つの有力な伝達メカニズムの役割，祖父母
の系統（父方か母方），そして，祖父か祖母という
性別による影響の差異に注目した。分析の結果，
父方の祖父母と父母両方の祖父との接触が，祖父
母世代から孫世代への教育達成度の伝達を促進す
るのに対し，母方の祖母にはそのような効果が観
察されなかった。これらの結果は，接触ベースの
メカニズムにおいては，孫と長くいる可能性が高
い母方の祖母の影響が大きいとする米国の研究と
は対照的であり，教育達成度が多世代間に連関す
るメカニズムにおける性別の役割は，社会の文
化・歴史的背景により異なる可能性が示唆された。
　他にも，Ishii, Jia and Yamamoto（forthcoming）
では，幸福感，主観的健康感，メンタルヘルスと
いった主観的ウェルビーイング（SWB）の情報を
活用して，SWB の世代間連鎖を分析している。
分析の結果，有意な相関が確認され，日本におけ
る連鎖の強さは国際的に中程度であることが示さ
れた。

表 1　JHPS-G2 を用いた IGEの推定結果

第 2 世代対象者： 全サンプル 男性サンプル 女性サンプル
［1］ ［2］ ［3］ ［4］ ［5］ ［6］

世帯所得（親世代） 0.2855 *** 0.2605 *** 0.3081 ** 0.2116 * 0.2677 *** 0.2632 ***
（推計値，45 歳時点） （0.0703） （0.0728） （0.1231） （0.1258） （0.0857） （0.0885）
子世代の最終学歴 No Yes No Yes No Yes
N 505 501 198 196 307 305
注：�被説明変数は第 2 世代の対数世帯所得。***，**，* はそれぞれ推定された係数が 1％，5％，10％水準で統計

的に有意にゼロと異なることを示す。カッコ内は標準誤差。すべてのモデルで第 2 世代の年齢・性別・配偶
関係をコントロールしている。これに加え，［2］，［4］，［6］では第 2 世代の対象者の最終学歴をコントロー
ルした。
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Ⅵ　ま と め

　本稿では，世代間の経済格差の文脈で，急速な
研究の蓄積が進んできた所得の世代間弾力性

（IGE）を対象に，その理論的背景と実証上の課題
を概観したうえで，諸外国および日本における近
年の実証研究の事例を紹介した。
　今後の研究においては，所得の世代間相関を生
み出すメカニズムの解明が重要な課題となる。Ⅱ
で述べた通り，観察される所得の世代間弾力性

（IGE）は，複数の構造パラメタの関数として理論
的に表現される。そのため，多くの実証研究で
は，推定された IGE の大きさを相関として解釈
するにとどまり，背後にある因果メカニズムの同
定には至っていない。理論モデルとの接続をより
明示的に取り入れ，こうした構造パラメタを識
別・推定することが，実証的に有益な方向性とな
ろう。同時に，理論的な枠組みそのものの精緻化
も求められる。たとえば，Becker-Tomes-Solon
モデルでは，教育投資に対する借入制約や，公教
育支出の決定メカニズムなどが明示的にモデル化
されていない。現在，それらを考慮した研究も試
みられているが，実証分析や国際比較の理論的基
礎付けとしてはまだ不十分である。理論と実証の
双方向的な進展を通じて，所得の世代間相関のメ
カニズムと政策の役割に対する理解が一層深まる
ことが期待される。
　また，こうしたメカニズムの解明とも密接に関
連して，IGE の因果的な解釈を妨げる最大の要因
のひとつが，教育投資などの環境的要因と遺伝的
要因との交絡である。こうした点について，例え
ば行動遺伝学の分野では，双生児サンプルを対象
とし，遺伝と環境の交絡を統制する研究デザイン
の開発が進められている。しかしながら，所得の
世代間連関に関する経済学的分析においては，こ
うしたデザインを取り込んだ研究は，データの制
約もあり依然として限られている。今後は従来以
上に，分野融合的な研究の発展が期待される。

 1）Becker（1991）に再録。
 2）これに加え，IGE の大きさが親世代の所得に応じて異なる

という非線形性の問題も検討される。
 3）数少ない例外として，佐藤・吉田（2007）などがある。
 4）その他，KHPS については 2007 年と 2012 年にそれぞれ

1419 および 1012 世帯の新規サンプルを，JHPS については
2019 年に 2203 世帯の新規サンプルをそれぞれ補充している。
また，対象者の選定は，いずれの調査も第 1 層を地域・都市
規模，第 2 層を国勢調査区とする層化 2 段無作為抽出法に
よって行われており，第 1 回の調査時点では日本全国を代表
する標本となっている。また，第 1 回調査における母集団は，
KHPS では 20～69 歳の男女，旧 JHPS では 20 歳以上の男女で
ある。
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